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○奈井江町児童生徒就学援助規則 

平成21年５月29日教育委員会規則第１号 

改正 

平成23年４月１日教委規則第１号 

平成27年12月16日教委規則第６号 

平成28年３月25日教委規則第１号 

平成29年４月１日教委規則第１号 

奈井江町児童生徒就学援助規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、学校教育法（昭和22年法律第26号）第19条の規定に基づき、経済的理由に

よって就学困難と認められる児童生徒の保護者及び同法第81条の特別支援学級において就学す

る児童生徒の保護者に対し必要な援助（以下「就学援助」という。）を行うことにより、義務

教育の円滑な実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれの当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 児童生徒 次に掲げるものをいう。 

ア 奈井江町内に住所を有し、かつ、奈井江町立小学校又は奈井江町立中学校に在学するも

の及び次年度に入学を予定しているもの 

イ 奈井江町内に住所を有し、学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）第９条の承諾を

得て他の市町村の設置する小学校又は中学校に在学するもの及び次年度に入学を予定して

いるもの 

(２) 保護者 児童生徒に対して親権を行う者（親権を行う者がないときは、未成年後見人）

をいう。 

(３) 世帯の構成員 住民票が同一世帯の者及び住民票が別であっても生計が同一の者 

（受給の資格） 

第３条 就学援助を受けることができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）（以下「生活保護法」という。）第６条第２項の

要保護者 

(２) 就学援助を実施する年度（以下「当該年度」という。）の４月１日を含む年の前年にお

ける世帯の構成員の所得の合計額の所得の合計額（以下「前年所得合計額」という。）が、

生活保護法第８条に規定する基準需要額（以下「基準需要額」という。）に100分の130を乗

じて得た額に満たない世帯の構成員たる保護者 

(３) 当該年度の４月１日を含む年における世帯の構成員の所得の合計額が前号に規定する額

に満たないこととなる世帯の構成員たる保護者 

(４) 当該年度の４月１日に特別支援学級において就学する児童生徒の属する世帯の前年の所

得の合計額が、基準需要額に100分の250を乗じて得た額に満たない世帯の構成員たる保護者 

(５) その他奈井江町教育委員会（以下「教育委員会」という。）が必要であると認める保護

者 

（援助の費目） 

第４条 就学援助の費目は、次のとおりとする。 

(１) 学用品等 児童生徒が通常必要とする学用品の購入費及び小学校又は中学校の第２学年

以上の学年に在学する児童生徒が通常必要とする通学用品の購入費 

(２) 校外活動費 児童生徒が校外活動（学校外に教育の場を求めて行われる学校行事として
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の活動（修学旅行を除く。）をいう。以下同じ。）のうち宿泊を伴わないものに参加するた

めに直接必要な交通費及び見学料 

(３) 宿泊を伴う校外活動費 児童生徒が校外活動のうち宿泊を伴うものに参加するために直

接必要な交通費及び見学料 

(４) 修学旅行費 児童生徒が修学旅行に参加するために直接必要な交通費、宿泊費、見学料

及び均一に負担すべきこととなるその他経費 

(５) 体育実技用具費 児童生徒（小学校にあっては第１学年及び第４学年、中学校にあって

は第１学年に限る。）が正課の体育又は保健体育の授業の実施に必要な体育実技用具で、当

該授業を受ける児童生徒全員が個々に用意することとされているものの購入費 

(６) 新入学児童生徒学用品費等 小学校又は中学校に新入学する者が通常必要とする学用品

及び通学用品の購入費 

(７) 学校給食費 学校給食法（昭和29年法律第160号）第11条第２項の学校給食費に要する

経費 

(８) 医療費 児童生徒（特別支援学級において就学する者を除く。）が学校保健安全法施行

令（昭和33年政令第174号）第８条の疾病にかかった場合に、当該疾病の治療のための医療

に要する経費 

(９) 通学費 児童生徒が最も経済的な通常の経路及び方法により通学する場合の交通費 

(10) 課外部活動費 中学校の課外部活動の実施に必要な経費で、当該活動を行う生徒全員が

一律に負担すべきこととなる経費 

(11) 生徒会費 中学校の生徒会費として一律に負担すべきこととなる経費 

(12) ＰＴＡ会費 小学校又は中学校において、学校を単位とするＰＴＡ活動に要する費用と

して一律に負担すべきこととなる経費 

２ 就学援助費は、口座振替により保護者に直接支給することとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる費目に係る就学援助については、就学援助費を

保護者に代え、それぞれ当該各号に定めるところにより行う。 

(１) 保護者が学校長へ支払うべき第１項第７号に規定する費目について、保護者に代わり就

学援助費により支払うこと。ただし、第３条第１項第４号に規定する保護者を除く。 

(２) 保護者が医療機関に支払うべき第１項第８号に規定する費目について、保護者に代わり

就学援助費により支払うこと。 

(３) 保護者より委任があった場合、保護者に代わり就学援助費により支払うこと。 

４ 前条第１号に規定する要保護者にあっては、第１項第１号から第３号まで及び第５号から第

８号までに規定する就学援助費は支給しないものとする。 

５ 第２条第１号イに規定する児童生徒の保護者に対しては、第１項第７号及び第８号に規定す

る就学援助費は支給しないものとする。 

６ 第２条第１号ア及びイに掲げる次年度に入学を予定している児童生徒の保護者に対しては、

当該年度に第１項第６号に規定する就学援助費を支給することができるものとする。ただし、

当該年度の２月１日に奈井江町内に住所を有するものに限る。 

７ 第２条第１号ア及びイに掲げる次年度小学校に入学を予定している児童の保護者に対しては、

第１項第６号に規定する就学援助費のみを支給対象とする。 

８ 当該年度に小学校又は中学校に入学した児童生徒の保護者で前年度において第１項第６号に

規定する就学援助費の支給を受けたものに対しては、当該年度における第１項第６号に規定す

る就学援助費の支給はしないものとする。 

（受給の申請） 

第５条 就学援助を受けようとする保護者（以下「申請者」という。）は、毎年度教育委員会が
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定める定期申請期間内及び随時申請期間内に、教育委員会に申請書（別記様式第１号又は別記

様式第２号）に次の各号に掲げる書類を添えて、申請しなければならない。 

(１) 第３条第２号から第４号に規定する保護者にあっては、世帯の構成員の収入状況を証明

する書類 

(２) 証明すべき事実を公簿によって確認することができるときは、当該書類等を省略させる

ことができる。 

（受給者の認定） 

第６条 教育委員会は、前条の規定による申請があった場合は、第３条に規定する資格の審査を

し、その結果を当該申請者に通知する。 

（就学援助の支給額） 

第７条 就学援助の支給額は、要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育奨励費補助金交付

要綱（昭和62年５月１日文部大臣裁定）第３条に規定する額を基準とし、教育委員会が毎年度

定める。 

（就学援助の開始） 

第８条 就学援助は、当該年度の４月１日から開始する。ただし、当該年度の途中に申請があっ

た場合は、月の15日以前に申請があった場合は当該月から、月の16日以後に申請のあった場合

は翌月から開始する。 

（異動の届出） 

第９条 第６条の規定により就学援助の受給の認定を受けた者（以下「受給認定者」という。）

は、次の各号の一に該当する場合は、速やかに教育委員会に届け出なければならない。 

(１) 第３条各号の規定に該当しなくなった場合 

(２) 児童生徒が奈井江町立以外の小学校又は中学校に転学した場合 

(３) 前２号に掲げるもののほか、就学援助を必要としなくなった場合 

（認定の取消等） 

第10条 教育委員会は、受給認定者が就学援助を必要としなくなったとき又は虚偽その他不正の

行為をしたときは、その認定を取り消すことができる。 

２ 教育委員会は、前項の規定により認定を取り消したときは、既に支給した就学援助の支給額

の全部又は一部を返還させることができる。 

（委任） 

第11条 この規則に定めるもののほか、就学援助に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年４月１日教委規則第１号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年12月16日教委規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年３月25日教委規則第１号） 

（施行期日） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年４月１日教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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別記様式第１号（第５条関係） 
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別記様式第２号（第５条関係） 

 

 


